
 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　次の（１）～（３）すべてについて、それぞれ４００字以内でその意味を簡潔に説明しなさい。
（１）国民主権
（２）議院内閣制
（３）付随的違憲審査制

第２問　次の（１）～（３）の最高裁判決から１つを選んで、①事案の概略、②判旨の概略、③判旨への賛否、④賛否の理由を簡
潔に述べなさい。①～④のすべてをあわせて１６００字以内で論じること。
（１）マクリーン事件最高裁判決（最大判昭和５３・１０・４民集３２巻７号１２２３頁）
（２）ポポロ事件最高裁判決（最大判昭和３８・５・２２刑集１７巻４号３７０頁）
（３）堀木訴訟最高裁判決（最大判昭和５７・７・７民集３６巻７号１２３５頁）

第１問　憲法統治機構分野における基本概念について、その知識の有無を問う問題である。

第２問　憲法人権分野における基本的事件について、その知識・思考力の有無を問う問題である。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題

第３問　以下の枠内の文章を読んで、①及び②の問いに答えなさい。
------------------------------
近時の憲法裁判には家族法の分野に関わるものがたくさんあるが、それはなぜだろうか。理由の一つとして、家族をめぐる社会状況の
変化を考えることができる。つまり、社会状況が変化し、現行法が不合理であると考えられるようになったために、裁判所に憲法訴訟が
提起されているのではないだろうか。しかし、法が現在の社会状況に適合しなくなっているとき、その是正を行うべきは裁判所ではなくて
国会ではないだろうか。
------------------------------
① 家族法の分野において憲法との関係が問題になった近時の裁判例を２つ挙げて、それぞれについて何が憲法上問題に
なっているのかを４００字以内で簡単に説明しなさい。
② 家族法の分野に関わる憲法問題について、裁判所が果たすべき役割について論じなさい。

出題の意図
第３問　近時の憲法状況についての基本的知識の有無を問うとともに、憲法を研究する上で必須となる思考力・発想力の有無を問う問
題である。

８月 憲法

問題

出題の意図

８月 憲法



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　次の（1）～（3）は、「日本国憲法」という法典自体において用いられている概念ではないが、日本国憲法の解釈において用いると
一定の解釈的帰結へと導く働きをもつものである。（1）～（3）それぞれについて、憲法解釈問題の具体例を挙げて、その概念が憲法解
釈においてもつ意義を説明しなさい。
（1）　法規
（2）　自衛権
（3）　純然たる訴訟事件

第２問　次の（1）～（3）の最高裁判決それぞれについて、事案・判旨の概略を説明しなさい。
（1）　三菱樹脂事件最高裁判決（最大判昭和48・12・12民集27巻11号1536頁）
（2）　南九州税理士会政治献金事件最高裁判決（最三小判平成8・3・19民集50巻3号615頁）
（3）　森林法事件最高裁判決（最大判62・4・22民集41巻3号408頁）

第1問　憲法統治機構分野における基本概念について、その理解の有無を問う問題である。

第2問　憲法人権分野における基本判例について、その理解の有無を問う問題である。

2月 憲法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　いわゆる適正手続四原則について、関連する判例と現行法上の規定を挙げながら、論じなさい。

第２問　いわゆる主観訴訟といわゆる客観訴訟について、それぞれの定義と現行法上の具体例を示したうえで、関連する判例を複数挙
げながら、両者の区別の相対性について論じなさい。

第１問　いわゆる行政手続四原則の理解を問うことを通して、行政手続法およびその基礎となっている行政法理論の正確な理解を試そ
うとるものである。解答にあたっては、関連する判例と現行法上の規定を適切に関連づけることが求められる。

第２問　いわゆる主観訴訟といわゆる客観訴訟の理解を問うことを通して、行政訴訟論の基礎となる基本的な考え方の正確な理解を試
そうとするものである。解答にあたっては、関連する判例と現行法上の規定を適切に関連づけることが求められる。

問題

出題の意図

８月 行政法



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問 いわゆる「違法性の承継」とはどのような問題であるかを説明した上で、違法性の承継が認められるためにはどのような考慮要
素があるかについて述べなさい。その際、違法性の承継が認められる場合と認められない場合についての具体例を挙げなさい。
第２問　以下の(1)～(4)の事例において、P県の対応に不服がある以下のX1～X4は、どのような抗告訴訟を提起するのが適切か、書きなさい。二つの抗告訴訟を併合して提起することが適切である場合は、二つとも
書きなさい。
(1)	X1はP県でペットショップ開設を計画した。ペットショップは、動物の愛護及び管理に関する法律（以下「法」という）10条に定める第一種動物取扱業に該当するため、X1は、法10条に基づきP県知事に登録を申請し
た。P県知事は、X1の施設の構造・規模及び管理の方法が環境省令で定める基準に適合しないと判断して、法12条1項に従って登録を拒否した。X1は、自分の施設は基準に合致していると考えているため、抗告訴
訟で登録拒否の違法性を主張したい。また、裁判所に、P県知事が登録しなければならないと命じてもらいたい。
(2)	X2はP県でペットショップ開設を計画し、法10条に従ってP県知事に第一種動物取扱業の登録を申請した。しかし他県でX2が営むペットショップには動物を虐待しているのではないかという噂があり、動物愛護団体
が反対運動を展開したため、P県知事は登録するか拒否するか応答を留保したままである。P県知事が何らの応答も行わないことは違法だとX2は考えているため、そのことを主張する抗告訴訟を提起したい。また、
裁判所に、P県知事が登録しなければならないと命じてもらいたい。
(3)	X3はP県で第一種動物取扱業者の登録を受けてペットショップを営んでいるが、P県担当者から「X3の飼養施設は法12条1項及び環境省令で定める飼養施設の構造、規模及び管理に関する基準に合致しないた
め、P県知事は、近日中に、法19条1項に基づく営業停止を命ずる予定である」と告げられた。X3は自分の施設は基準に合致していると考えているため担当者の発言には納得せず、営業停止命令が発出されることを
抗告訴訟によって阻止したい。
(4)	販売目的で動物の繁殖を行うブリーダーも第一種動物取扱業に該当する。第一種動物取扱業の登録を受けたブリーダーＣは、多頭飼育を行うことで、近隣に悪臭を発生させている。Ｃの施設の近隣に居住するＸ
4は、これは法25条1項の周辺の生活環境が損なわれている事態に該当すると考えている。X4は、P県知事が法25条2項の勧告を行った上で同条3項に基づく措置命令を出すべきだとP県に申し入れたが、P県は未
だ法25条1項に定める事態には該当しないとして、申し入れに応じない。そのため抗告訴訟を提起し、裁判所に、P県知事が措置命令を出さなければならないと命じてもらいたい。
【資料：動物の愛護及び管理に関する法律】
（第一種動物取扱業の登録）
第十条　第一種動物取扱業（略）を営もうとする者は、当該業を営もうとする事業所の所在地を管轄する都道府県知事（略）の登録を受けなければならない。
２　前項の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に環境省令で定める書類を添えて、これを都道府県知事に提出しなければならない。
六　動物の飼養又は保管のための施設（以下この節から第四節までにおいて「飼養施設」という。）を設置しているときは、次に掲げる事項
ロ　飼養施設の構造及び規模
ハ　飼養施設の管理の方法
（登録の実施）
第十一条　都道府県知事は、前条第二項の規定による登録の申請があつたときは、次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、前条第二項第一号から第三号まで及び第五号に掲げる事項並びに登
録年月日及び登録番号を第一種動物取扱業者登録簿に登録しなければならない。
２　都道府県知事は、前項の規定による登録をしたときは、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならない。
（登録の拒否）
第十二条　都道府県知事は、第十条（第二）項の規定による登録の申請に係る同項第六号ロ及びハに掲げる事項が環境省令で定める飼養施設の構造、規模及び管理に関する基準に適合していないと認めるとき
（略）は、その登録を拒否しなければならない。
２　都道府県知事は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなければならない。
（登録の取消し等）
第十九条①　都道府県知事は、第一種動物取扱業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は六月以内の期間を定めてその業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
三　飼養施設を設置している場合において、その者の飼養施設の構造、規模及び管理の方法が第十二条第一項に規定する飼養施設の構造、規模及び管理に関する基準に適合しなくなつたとき
（基準遵守義務）
第二十一条①　第一種動物取扱業者は、動物の健康及び安全を保持するとともに、生活環境の保全上の支障が生ずることを防止するため、その取り扱う動物の管理の方法等に関し環境省令で定める基準を遵守し
なければならない。
（勧告及び命令）
第二十三条　都道府県知事は、第一種動物取扱業者が第二十一条第一項（略）の基準を遵守していないと認めるときは、その者に対し、期限を定めて、その取り扱う動物の管理の方法等を改善すべきことを勧告す
ることができる。
４　都道府県知事は、第一項（略）の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつたときは、その者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることがで
きる。
第二十五条　都道府県知事は、動物の飼養、保管又は給餌若しくは給水に起因した騒音又は悪臭の発生、動物の毛の飛散、多数の昆虫の発生等によつて周辺の生活環境が損なわれている事態として環境省令で
定める事態が生じていると認めるときは、当該事態を生じさせている者に対し、必要な指導又は助言をすることができる。
２　都道府県知事は、前項の環境省令で定める事態が生じていると認めるときは、当該事態を生じさせている者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告することができる。
３　都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に係る措置をとらなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命
ずることができる。

第1問　いわゆる「違法性の承継」について基本的な知識を問う問題である

第2問  行政事件訴訟法が定める各種の抗告訴訟の類型について、どのような場合に用いるのが適切か、基本的な知識を問う問題で
ある。

2月 行政法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題

第３問　以下の文章は、日本のCOVID-19対応に関するインタビュー記事の抜粋である。これを読んで、行政法の観点から、あなたの
知っている具体的な例(COVID-19に関係する例でも関係しない例でも構わない)も挙げて、日本の現状について論評しなさい。

　「ロックダウンを行うには法律の根拠が必要です。ところが、日本にはロックダウンに関する法律がないので、ロックダウンをすることは
できません。ロックダウンを実施した欧米諸国でも、国や地方自治体レベルで法律や条例に緊急事態条項やロックダウンに関する規定
があって、それに基づいて行うという法の支配の原則が貫かれています。(中略）
　前提として、そもそも現在の感染症分野の日本の法体系が強い措置を念頭に置いていないことに注意が必要です。(…）。　また一方
で、日本独特の社会的な土壌も考慮しなければなりません。コロナ禍で明らかになったように、自粛要請によってかなりの程度人流が抑
制されることがわかりました。アメリカの学会で、この日本の状況を報告すると、『ありえない』という反応が返ってきます。(……) 感染症
分野に限りませんが、日本ではいわゆる行政指導中心型の政策運営が主流です。法に則って強制的に政策を実現するというよりは、
行政指導というある種要請にも近いようなソフトなやり方で政策を実現してきたわけです。」

出題の意図

第３問　COVID-19対応という具体例に則して、憲法学者に対するインタビューの抜粋を読んでもらった上で、法律による行政の原理・行
政指導・行政上の義務履行確保等の観点から、自由に論述させる問題である。
出典：https://humonyinter.com/column/med/med-74/

2月 行政法



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　Ａが死亡し、Ａの妻Ｂと子Ｃ・ＤがＡを相続した。共同相続人であるＢ・Ｃ・Ｄの間で、Ａの遺産はすべてＣが取得し、その代わりにＣ
がＢの日常の世話と扶養をする旨の遺産分割協議が成立した。ところが、Ｃは、遺産分割協議どおりに遺産を取得したにもかかわらず、
遺産分割協議において負った負担（Ｂの日常の世話及び扶養）の履行を怠り、拒否しているとする。
判例によれば、このような場合であっても、他の相続人Ｂ・Ｄは、負担の不履行を理由に、民法541 条によって遺産分割
協議を解除することはできないとされている。判例のこのような考え方を支える論拠としてどのようなものが考えられる
か、複数の論拠を挙げて論じなさい。

第２問　債権者代位権が何を目的としたどのような制度であるかについて、手がかりとなる民法の規定を示しながら、具体的に説
明しなさい。

第１問　負担の不履行を理由とする遺産分割協議の解除の可否に関する判例の立場についての理解を問うものである。解除制度の趣
旨、遺産分割協議の法的性質、遺産分割制度に対する法的要請等をふまえて、適切かつ論理的に説明することが求められる。

第２問　本問は、債権者代位権の制度趣旨・制度目的に関する基本的理解を問うものである。民法の規定を手がかりとして示しながら、
債権者代位権がどのような趣旨・目的の制度なのかを具体的に説明することが求められる。

８月 民法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　金銭債務の債務不履行が問題となる場合については、債務不履行に基づく損害賠償の要件・効果に関していくつかの特別な規
律が存在する。そのような特別な規律を複数挙げたうえで、それぞれの規律がどのような意味において特別なものであるかを説明しな
さい。

第２問　　民法典第五章では、加害者Yが被害者Xに対してした不法行為につき、Yではなく、Yと一定の関係にある者AがXに対して損害
賠償責任を負う場合が規定されている。そのような場合について定めた民法の条文を挙げたうえで、当該条文においてなぜXではなくA
が責任を負うこととされているのか、Aの責任の根拠について論じなさい。

第1問　本問は、金銭債務の債務不履行に基づく損害賠償について、その基本的理解を問うものである。

第２問　　本問は、直接の加害者以外の者が不法行為に基づく責任を負う場合としてどのようなものがあるか、また、そうした責任の法
的性質や根拠が何であるかについて、基本的な知識と理解を問う問題である。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題

第３問　個人で建設業を営んでいるＡは、同じく個人で建設業を営んでいるＢに対して、Ａと共同して建物の解体作業を行うことを依頼
し、Ｂはそれを引き受けた。そして、Ａが雇用する従業員とＢが雇用する従業員がともに建物の解体作業に従事することとなった。建物
の解体作業に当たって、Ａは、Ｂ及びＢの従業員に対して、建物解体用の重機等を提供し、Ａの従業員に対するのと同様に、作業の場
所、内容及び方法について具体的な指示を与えていた。ところが、建物の解体作業中に、Ｂが雇用する従業員の1人であるＣが、高所
から転落して重傷を負うという事故が発生した。この事故は、建物の解体作業の際に、Ａが十分な転落防止措置を講じていなかったこと
に起因するものであった。　　　                                 　　　　　　　　　　　　　　　　上記事故から４年後に、Ｃは、Ａに対して、①債務不履
行又は②不法行為に基づいて、上記事故による損害賠償金及びこれに対する遅延損害金の支払を請求した。ＣのＡに対する請求が認
められるかを、①と②のそれぞれについて検討するとともに、①に基づく請求の場合と②に基づく請求の場合とで、その要件・効果にお
いてどのような違いがあるかを説明しなさい。

出題の意図

第３問　本問は、下請負人の従業員が元請負人に対して、①債務不履行（安全配慮義務違反）に基づく損害賠償、②不法行為に基づく
損害賠償を請求することができるのはどのような場合か、また、①と②でその要件・効果に違いがあるかを説明させることを通じて、上
記の各損害賠償制度に関する基本的理解を問うものである。

2月 民法

2月 民法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　次の問いに答えなさい。
（１）弁論主義を構成する３つの準則を挙げなさい。
（２）主張責任とは何か、説明しなさい。
（３）証明責任とは何か、説明しなさい。
（４）訴状の必要的記載事項を挙げなさい。
（５）当事者が、自らの手元にない文書についての証拠調べの申出をする方法を説明しなさい。

第２問　　Ｘは、Ｙに甲土地を売却し、明渡したが、当該売買契約（以下「本件売買契約」という）は、自己の錯誤に基づくものであるので
取り消すと主張して、Ｙを被告として、所有権に基づき甲土地の明渡しを求める訴え（以下「本件前訴」という）を提起した。以上を前提
に、〔設問１〕・〔設問２〕に答えなさい。
〔設問１〕本件前訴では、Ｘに錯誤はなかったとして、Ｘの請求を棄却する判決が出て、確定した（以下〔設問１〕において、この判決を「本
件判決」という）。その後Ｘは、本件売買契約は、ＡがＸの代理人としてＹと締結したものだが、Ａは代理権を有していなかったので、無効
であると主張して、Ｙを被告として、所有権に基づき甲土地の明渡しを求める訴えを提起した（以下〔設問１〕において、この訴えを「本件
後訴」という）。これに対し、Ｙは、本件判決の既判力により、裁判所は証拠調べをすることなく本件後訴の請求を棄却するべきであると
主張した（以下〔設問１〕において、この主張を「本件主張」という）。本件主張の当否を論じなさい。
〔設問２〕本件前訴では、Ｘの錯誤を認め、Ｘの請求を認容する判決が出て、確定した（以下〔設問２〕において、この判決を「本件判決」と
いう）。その後Ｙが、本件売買契約においてＸの錯誤はなく、本件売買契約は有効だったと主張して、Ｘを被告として、Ｙが甲土地の所有
権を有することの確認を求める訴えを提起した（以下〔設問２〕において、この訴えを「本件後訴」という）。これに対し、Ｘは、本件判決の
既判力により、裁判所は証拠調べをすることなく本件後訴の請求を棄却するべきであると主張した（以下〔設問２〕において、この主張を
「本件主張」という）。本件主張の当否を論じなさい。

第1問は、弁論主義、主張責任、証明責任といった、民事訴訟法上の基礎的事項についての理解をそのまま問うことを意図している。

第2問は、ＸのＹを被告とする所有権に基づく甲土地明渡請求訴訟を前訴、ＸのＹを被告とする所有権に基づく甲土地明渡請求訴訟（設
問１）、Ｙの甲土地所有権確認請求訴訟（設問２）を後訴とする事案を用いて、既判力の作用についての基礎的な理解を問うことを意図
している。

2月 民事訴訟法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　所得税法33 条にいう「資産の取得費」の意義及びその範囲につき、次の用語を用いて論じなさい。
「借入金利子」「譲渡費用」「帰属所得」「付随費用」

第２問　移転価格税制とタックス・ヘイブン対策税制の関係について、それぞれの沿革及び趣旨に言及しつつ、論じなさい。

第１問　第1問は、所得税法33条及び38条で規定されている「資産の取得費」の意義について、とりわけ最判平成4・7・14を中心として問
うものである。資産の取得費について実務上比較的寛容に控除が認められてきたこと、資産の取得費に算入しうる借入金利子の範囲
について争いがあり、学説及び上記最判の原審が帰属所得という概念を用いて解答を与えたこと、これに対して上記最判は譲渡費用
の範囲が広いことを梃子として「付随費用」も資産の取得費に含まれるとしたこと、この考え方が後年最判平成17・2・1で用いられたこと
等を論じてほしい。

第２問　第2問は、移転価格税制とタックス・ヘイブン対策税制の関係を問うものである。前者が個々の取引に着目してその対価を時価
に引き直すことで適正な課税権の確保を図ろうとするものであるのに対して、後者は外国子会社に生じた利益の額を本来内国親会社に
おいて生じるべきはず額だったとみなして適正な課税権の確保を図ろうとするものである。要するに、両者は、共通の目標に対して、
個々の取引のレベルで解決を図ろうとするものとエンティティの利益（所得）のレベルで解決を図ろうとするもの、という関係にある。

問題
第３問　租税と財産権保障及び幸福追求権の関係について、租税の定義に注意しながら、述べよ。

出題の意図

第３問　第3問は、租税と、憲法29条が保障する財産権、及び、憲法13条が保障する幸福追求権の関係を問うものである。租税とは金
銭債務であるから、憲法29条が保障する個々の財産権との関係では問題にならず、むしろ、憲法13条との関係が問題になり得ると考え
られる。これに対して、学説では、憲法29条との関係で租税が問題となるという考え方も唱えられている。いずれの説に立脚するのでも
構わないが、外国での議論状況を含めて、説得力のある記述が求められる。

８月 租税法

問題

出題の意図

８月 租税法



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　国際法上の対世的義務について具体例も挙げながら説明しなさい。

第２問　集団的自衛権の法的性質と行使要件について説明しなさい。

第１問　国家責任法の基本的知識を問う出題である。

第２問　安全保障に関する基本的知識を問う出題である。

８月 国際法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　国家責任法上の違法性阻却事由の1つである「緊急避難」について、要件や援用された事案に触れつつ説明しなさい。

第２問　いわゆる予防的アプローチについて、定義や国際法上の位置づけを含めて論じなさい。

第1問　国家責任法上の基礎知識を問う設問である。

第2問　国際環境法上の基本的理解を問う設問である。

2月 国際法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　関税及び貿易に関する一般協定（GATT）第21 条（安全保障のための例外）の解釈上の主な争点とそれに関する先例の状
況について論じなさい。
【参考条文】GATT（抜粋）第21 条 安全保障のための例外
この協定のいかなる規定も、次のいずれかのことを定めるものと解してはならない。
(a) 締約国に対し、発表すれば自国の安全保障上の重大な利益に反するとその締約国が認める情報の提供を要求すること。
(b) 締約国が自国の安全保障上の重大な利益の保護のために必要であると認める次のいずれかの措置を執ることを妨げること。
(i) 核分裂性物質又はその生産原料である物質に関する措置
(ii) 武器、弾薬及び軍需品の取引並びに軍事施設に供給するため直接又は間接に行なわれるその他の貨物及び原料
の取引に関する措置
(iii) 戦時その他の国際関係の緊急時に執る措置
(c)締約国が国際の平和及び安全の維持のため国際連合憲章に基く義務に従う措置を執ることを妨げること。

第２問　世界貿易機関（WTO）に関する以下の用語のうち1 つを選んで、解説しなさい。
(1) 一括受諾方式
(2) ネガティブ・コンセンサス方式
(3) 一般特恵制度

第１問　国際経済法において中核的な役割を担う世界貿易機関（WTO）協定のうち、関税及び貿易に関する一般協定（GATT）の基本規
定について、その解釈上の主な争点とそれに関する先例の状況を論ずるよう求めることで、国際経済法の基本ルールに関する理解度
を把握することを意図する。

第２問　世界貿易機関（WTO）における基本用語の解説を求めることで、国際経済法に関する基礎知識の有無を把握することを意図す
る。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題

第３問　世界貿易機関（WTO）の紛争解決手続における条約解釈手法の特徴について論じなさい。論述においては、少なくとも
1 件のパネル又は上級委員会報告について紹介すること。

出題の意図
第３問　世界貿易機関（WTO）における紛争解決手続における条約解釈手法の特徴について論ずるよう求めることで、条約解釈手法に
関する理解度とWTO紛争解決手続におけるパネル及び上級委員会報告の読解力をあわせて把握することを意図する。

８月 国際経済法

８月 国際経済法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　「裁判官と司法行政」につき、日本の法社会学研究を踏まえて論じてください。

第２問　H.L.A. ハートがその著書『法の概念The Concept of Law』で提示した法概念論は，（ハート自身の叙述に基づき）「記述社会学」
的な検討である，と表現されることがある。ハートの法概念論のどのような点が，どのような意味で，「記述社会学」と評しうると考えられ
るか，説明しなさい。なお，この論点をめぐっては学説上の蓄積があるが，解答にあたっては，そのような学説の状況についてまで触れ
る必要はありません（触れても構いません）。

第１問　日本の法社会学の実証研究の中で大きな蓄積と展開をもち、重要な不可欠分野である『裁判官と司法行政」に関する知識と理
解を問うものである。

第２問　社会学的法概念論の古典についての基本的な理解を問う趣旨で出題した。

2月 法社会学

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　シュンペーターの民主主義理論の内容や特色を、それ以降に登場した民主主義理論のうち最も重要な二つと比較しつつ詳述せよ。

第２問　チャールズ・テイラーの自由論の内容や特色を、第二次大戦以降に登場した自由論のうち最も重要な二つと比較しつつ詳述せよ。

出題の意図

政治学の重要問題に関する、最も基本的で重要な理論家や概念等に関し、第一に、個々の理論家や概念に即しながら、正確な知識が
身に付いているか否かを考査する。同時に、そうした個別的知識を複数個組み合わせた、より大きな問題に対する解答を求めることに
より、政治学のより全体的な言説構造に関する理解の的確性や、外国人学生としての適性を考査する。

2月 政治学

問題



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　2000 年以降の日本の有権者、議員・政党、政府の政策位置について、具体的なデータや研究知見を参考にしつつ、その実
態や変化について説明しなさい。

第２問　議会について、本会議中心主義と委員会中心主義の違いと、その違いが政策的帰結に及ぼす影響を説明せよ。その上で、
委員会が有権者、政党、本会議に対して果たす役割やそのモデルについて説明しなさい。

第１問　政治アクターの意識・行動に関して、理論や実態の理解を問うた。

第２問　議会の構造と立法過程について正確な知識をもち、論理的に理解できているかを問うた。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題
第３問　近年の政治学における方法の発展に関して、特に実験、擬似的実験、テキスト分析などを念頭に、それぞれの内容や特性、
具体的な研究について述べなさい。

出題の意図 第３問　政治学の研究を行う上での方法についての関心と理解を問うた。
８月 政治過程論

８月 政治過程論

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　日本の中央政府における人事院や、地方自治体における人事委員会は、公務員の人事行政に関する中立的な機関として設
置されている。このような機関がどのような要請のもとで設置されてきたかについて説明し、近年の社会の変化を踏まえた
うえで、現代におけるその意義について論ぜよ。

第２問　新自由主義的改革以降、日本では行政と社会の関係はどう変わったのか、その原因は何だと考えられるか、論じなさい。

第１問　行政学の基本的な分野である公務員制度に関する問題である。

第２問　行政学の基本的分野である行政と社会の関係に関する基本的知識を問う問題である

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題

第３問　日本において、以前から東京一極集中は政治・行政における重要な課題として認識されてきた。この問題を解決するため
に、これまで行われてきた方策について、1 つ以上の具体的な制度を例示しながら述べよ。そのうえで、なぜ継続的な試み
にもかかわらず、この問題が解決されないかについて論ぜよ。

出題の意図
第３問　長期にわたって問題とされる東京一極集中について問う問題である。知識を問うだけではなく、行政学の知識を現実に適用して
理解する能力があるかを試すことが狙いである。

８月 行政学

問題

出題の意図

８月 行政学



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　1920 年代の日米関係について論ぜよ。

第２問　戦後期のアメリカで、政権交代（民主党→共和党、あるいは共和党→民主党）が起きた際の連続する大統領を二人選び、
両政権下での対日政策（外交・経済・安全保障等）の違いについて論ぜよ。

第１問　約1世紀前の国際政治を振り返りつつ、ワシントン体制下でのいわゆる「国際協調の時代」の日米関係への知識と理解度を問
う。キーワードとなるのは、軍縮問題、中国問題、そし移民問題等である。加えて、世界大恐慌が惹起した経済問題についての言及があ
ればベストであり、1920年代は始まりと終わりとでは日米関係にかなりの差があることが示すことも肝要となる。

第２問　戦後期のアメリカ政治および同国の対日政策に関する基本知識を問う。トルーマンから始まり、トランプからバイデンへと政権が
交代した時までが範疇となる。ただ、論じやすいのは、トルーマンからアイゼンハワー、ジョンソンからニクソン、カーターからレーガン、あ
るいはブッシュからクリントンへの政権交代など、対日政策に大きな変化が生じた場合となる。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題
第３問　本年は米国での1924 年移民法（通称、「排日移民法」）が成立してから100 年となるが、同法の成立が日米関係に及ぼし
た影響、並びに日本の対外政策に与えて影響について論ぜよ。

出題の意図

第３問　いわゆる「排日条項」を含んだ1924年移民法の成立は、日本の国益を脅かすものではなかったものの、日本の国家的対面を損
傷させ、国家の威信を毀損させるものであった。とりわけ、日本の近代化の原体験には不平等条約があり、さらには関東大震災直後の
苦しい時期における「友人」からの厳しい対応であったため、屈辱の思いは増幅された。これを踏まえて、日本におけるデモクラシーを支
えていた国際協調主義者、外務省の中堅幹部、さらには軍部や右翼団体等への影響について言及し、そして「アジア回帰」という当時
のスローガンが示すように、日本外交がアジア主義へと傾倒する契機となったことまでを論じられているかが鍵となる。

８月 政治外交史

８月 政治外交史

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　1990 年代以降の欧州諸国におけるポピュリスト政党の台頭について論じなさい。

第２問　1848 年以降のハプスブルク帝国の政治に民族問題が及ぼした影響の歴史的展開について論じなさい。

第１問　冷戦終結後の先進国における政治変容についての理解を問うべく出題した。

第２問　第一次世界大戦前に東中欧の大国であったハプスブルク帝国の動向を左右し続けた民族問題についての認識を問うことを通じ
て、19世紀後半の東中欧政治史に関する理解の程度を見ようとした。

８月 西洋政治史

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　第二次世界大戦後の米ソ冷戦が西ヨーロッパ諸国の国内政治に及ぼした影響について論じなさい。

第２問　主として19世紀に英露間で繰り広げられたといわれる「グレート・ゲーム（Great Game）」について論じなさい。

第1問　国際秩序のあり方が国内政治の態様に及ぼす影響についての理解と、20世紀後半の西ヨーロッパ諸国の政治状況についての
理解を問うべく出題した。

第2問　19世紀の国際秩序に大きく影響した英露関係を左右する争点であった、中央アジアや中東、さらには東アジアをめぐる競合につ
いての理解を問うべく出題した。

2月 西洋政治史

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　保護貿易はなぜ生じるのか、複数の理論的観点から説明しなさい。

第２問　国際協調（international cooperation)とは何かを概念的に定義しなさい。その上で、国際制度（国際機関を含む）と国際協
調の関係について、理論と具体的な事例の両方に触れながら、多角的に論じなさい。

第１問　国際政治経済学の基礎知識を問う問題である。国内的要因（国内利益の保護や自由貿易派の集合行為の問題）を指摘しても
良いし、国際的な要因（囚人のジレンマによる国家間協調の不成立や国家間の経済格差など）を指摘しても良い。

第２問　国際協調という概念は、国際関係論を学ぶ上で必須のものである。また、条約や国際機関といった国際制度の役割は、リベラ
ル制度論や合理的選択論などの主要理論の中核をなすため、これらを理解することは重要である。この問題は、受験者の基礎的な能
力を評価することを目的としている。

８月 国際関係論

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【専攻科目・関連科目】
第１問　　「囚人のジレンマ」とはどのような状況を指すのか説明しなさい（回答では、「ジレンマ」の意味が明確になるように記述するこ
と）。その上で、この概念を用いて、具体的な国際問題の発生とその解決策について論じなさい。

第２問　　集団安全保障とは何か、この仕組みが登場した歴史的経緯や展開を含めて具体的に説明しなさい。その上で、現代における
集団安全保障の課題について、例を挙げながら論じなさい。

第１問　　「囚人のジレンマ」は、国家間協調の難しさを効果的に描写する重要な概念であり、国際関係論における基礎的な知識として
受験者が理解しておくべきものである。具体例としては、保護貿易や気候変動対策などの経済・社会問題を挙げても良いし、軍備競争
などの安全保障に関わる事例を挙げることもできる。

第２問　　集団安全保障は、国際関係（論）における重要な仕組みである。本問題は、その集団安全保障に関して理解を問うことで、受
験者が国際関係論の基礎的な能力を持ち合わせているか測ることを目的とする。

【専攻科目（研究者養成プログラム用）】

問題 第３問　2022年2月から現在まで続くロシアによるウクライナ侵攻の発生原因について、国際関係論の複数の理論を用いて論じなさい。

出題の意図
第３問　ロシアのウクライナ侵攻は、国際社会が直面する喫緊の課題である。本問題は、受験者が現実の国際社会の課題について主
体的に考えているか、また、国際関係論の分析視角を用いてその発生要因を考察することができるかを評価するものである。

2月 国際関係論

2月 国際関係論

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【外国語】

問題
筆答試験では大学外に著作権がある外国語文献のみが使われますので、著作権法の規定により本サイトでは表示できません。ただし
教務グループにて閲覧することは可能です。

第１問　本問は、近年の世界情勢において重要なテーマとなっている極右政党の台頭を扱った書籍の結論部分の抜粋であり、本書籍
の意図を比較的簡易な英語で紹介する文である。この文の和訳から、大学院で法学あるいは政治学を専攻する者の英語の理解力およ
び日本語でこれを表現する能力を試すことを意図する問題である。

第２問　本問は、専攻分野にかかわらず、法学・政治学の研究を進めていく上で、最低限求められる英文読解力およびそれをわかりや
すくかつ正確な日本語に翻訳する力を試すものである。原文は、法学における社会学の位置づけについて論じたものであるが、内容は
平易であり、政治学・法学のいずれの分野であっても読解されるべき水準のものであり、また特殊な前提知識がなくとも理解できなけれ
ばならないものである。

８月 英語

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程入学試験（研究者養成・高度社会人養成プログラム）　問題と出題の意図

【外国語】

問題
筆答試験では大学外に著作権がある外国語文献のみが使われますので、著作権法の規定により本サイトでは表示できません。ただし
教務グループにて閲覧することは可能です。

第１問　法概念論の今日的展開について社会学的視角から整理した書籍からの抜粋である（抜粋にあたって，特殊な法律専門用語の
一部を省略した）。採点にあたっては，解答者が，司法制度の基本構造とその動態を適切に理解し，かつその内容を的確な日本語に訳
す力を有しているかどうかに主に注目し，あわせて，法概念論上の含意を理解する力を有しているかどうかも確認した。

第２問　本問では、専攻分野にかかわらず、法学・政治学の研究に必要とされる英文の読解力と、わかりやすい精確な日本語で表現す
る能力を問うべく出題した。文中に外来語・外国語が紛れ込んでも的確に読み解くことができるかもまた試される。

2月 英語

出題の意図




